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令和 3年度 新型コロナウイルス感染症による授業料減免措置について 

【大学・大学院（外国人留学生）】（募集要項） 

 

国際センター 

 

（1） 目的 

新型コロナウイルス感染症の影響により家計が急変し、経済的に修学が困難となった外

国人留学生に対し支援を行うため。 

 

（2） 申請資格 

令和3年度に学習院大学の正規課程に在籍する外国人留学生のうち、以下の①～④の要

件を満たす者。 

ただし、上記の学生のうち、休学者（休学期間中のみ）、卒業延期者、懲戒又は除籍処

分を受けた者は、減免対象者から除外する。 

 

①次の（ア）・（イ）・（ウ）を全て満たす者。 

（ア）令和3年5月1日現在で、出入国管理及び難民認定法別表第一の四に定める「留学」

の在留資格を保有している者、又は過去6か月の間に「留学」の在留資格を保有していた

者で、令和3年5月1日現在で「留学」の在留期間更新手続きを行っており、その後、更新

が認められた者。 

なお、令和3年5月1日現在で「留学」の在留資格を保有している予定だったが、新型コロ

ナウイルス感染症の影響により未収得・失効した者については、自宅における遠隔授業

や、授業中に課すものに相当する課題研究（以下遠隔授業等という）を行っている場合

のみ対象とする。 

（イ）令和3年5月1日現在で、学部、研究科に在籍する者。ただし、次のⅰからⅲのいず

れかに該当する者は対象外とする。 

ⅰ．令和3年5月1日現在で、休学中の者のうち、休学期間が継続して1年以上となること

が明らかな者。 

ⅱ．令和3年5月1日現在で、履修登録していない者のうち、未登録期間が継続して1年以

上となることが明らかな者。 

ⅲ．研究生、科目等履修生、聴講生等として在籍する者。 

（ウ）国際センターから課されている登録票・調査票・在籍状況確認票などの提出を行

い、定期的に国際センターに対して在籍報告を行っている者。 
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②次の（ア）又は（イ）のいずれかに該当する者。 

（ア）国・地方公共団体又はその他の公的機関が、新型コロナウイルス感染症の感染拡

大による収入減少があった者を支援対象として実施する公的支援の受給証明書の提出が

できる者。（※1） 

（イ）主たる家計支持者（※2）一人の令和 2年の所得金額が、令和元年の所得金額と比

較し 1/2 以下となっている者。又は、令和 3 年の所得見込金額が、令和元年、もしくは

令和 2 年の所得金額と比較し、1/2 以下となっている者。（※3） 

（※1） 公的支援の対象となるのは、緊急小口支援、厚生年金保険料・労働保険料の納付猶予、 

国税地方税の納付猶予等、高等教育の修学支援新制度の例に準ずる。令和２年度対象とした「申請者本

人が新型コロナウイルス感染症の影響で家計急変したことにより日本学生支援機構貸与奨学金を受けた

場合、または「学びの継続」のための『学生支援緊急給付金』を受けたこと」については、令和３年度

は対象外とする。 

（※2）主たる家計支持者については、P3 の（※1）を参照のこと。 

（※3） 所得金額については、「給与所得者」の場合は源泉徴収票の支払金額とし、「給与所得者以外」

の場合は、確定申告書等の所得金額とする。令和 3 年の所得見込金額については、新型コロナウイルス

感染症の感染拡大による収入減少後の所得を証明する書類（給与明細等）を基に合理的な方法で算出さ

れているものとする。例えば収入が減少した月の一か月分の所得を 12 倍するなどにより算出する。な

お、主たる家計支持者が海外に在住している等、源泉徴収票や確定申告書等に該当するものがない場合

は、源泉徴収票の支払金額、又は確定申告書等の所得金額に相当する金額（日本円に換算）で算出す

る。 

 

③  主たる家計支持者一人の令和 2 年の所得金額、もしくは令和 3 年の所得見込金額が、

給与所得者の場合には 841 万円以下、給与所得者以外の場合には 355 万円以下である

こと。 

 

④学内の以下の奨学金等を受給していない者。 

（例）・令和 3年度学習院大学外国人留学生授業料減免 

・令和 3年度学習院大学外国人留学生奨学金及び奨励金 

・令和 3 年度学習院大学海外留学奨学金 

・令和 3 年度大規模自然災害被災による授業料減免 

・令和 3 年度学習院大学大学院博士後期課程給付奨学金 

※その他のものについてはお問い合わせ下さい。 

 

（3） 減免額 

学 部 生：228,000 円   大学院生：160,000 円 

※休学により、減免対象外となる月が発生する場合には、減免額を 12 月で除し、減免対

象となる月数を乗じた額（100 円未満繰り上げ）を減免額とする。 
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（4） 申請書類 

・新型コロナウイルス感染症により家計が急変した外国人留学生に対する授業料減免申請書 

・（２）- ② -（ア）に相当する証憑類もしくは（２) - ② -（イ）に相当する証憑類（別紙 Q&A

参照）※1・※2 

・授業料減免（返金）振込依頼書 

・在留カードの両面のコピー 

・通帳（2019 年 1 月～2021 年 6 月まで）の写し ※3 

 

※1 外国人留学生の場合、家計支持者は以下のようになります。 

①アルバイト収入等で生活費・家賃及び学費等を支払っている→主たる家計支持者＝学

生本人 

②アルバイト収入等で学費以外を支払っている→主たる家計支持者＝学生本人 

③生活費・家賃を保証人等からの仕送りで支払っている→主たる家計支持者＝保証人等 

④生活費・家賃をアルバイト収入等と保証人等の仕送りの両方で支払っている→主たる

家計支持者＝保証人等 

※2  日本語以外で記載されている書類は日本語訳（学生本人の和訳可）をつけること 

 ※3 ・仕送り額をマーカー等で分かるように示すこと 

・web 通帳を使用の場合は、スクリーンショット等したものを提出すること。 

・通帳の履歴で「未記帳分合算」として記載されている場合は、「内訳の明細」を

取得すること。 

 

（5） 申請期間 

令和 3 年 7月 1日（木）～令和 3年 7 月 30 日（金）16:00 必着 

 

（6） 申請先 

学習院大学国際センター宛 

171-8588 東京都豊島区目白 1-5-1 

封筒表に「授業料減免申請書在中」と記載すること 

※簡易書留、レターパックなど履歴の残る方法で郵送すること 

 

（７）申請結果および減免方法 

申請が通った場合は 11 月末頃までに減免分を返金します。 

※11 月末頃までに G-Port で結果をお知らせします。 

 

《問い合わせ先》  

国際センター 

Mail： guic-off@gakushuin.ac.jp       Tel : 03-5992-1024 

mailto:guic-off@gakushuin.ac.jp


別紙 
 

令和 3年度 新型コロナウイルス感染症による授業料減免 

【大学・大学院（外国人留学生）】に関するQ&A 

 

国際センター 

 

Q1. 「令和 3 年度学習院大学外国人留学生授業料減免」を申請したが不採用でした。「令和 3 年度学習

院大学外国人留学生奨学金」の申請結果もまだ出ていませんが、申請できますか？ 

A1. 申請できます。ただし、「令和 3年度学習院大学外国人留学生奨学金」との併給はできませんので、

両方に採用された場合は、こちらから改めて連絡します。  

 

Q2. 募集要項（２）②（イ）の「令和元年もしくは令和 2年の所得と比べて今年（令和 3 年）の所得見

込みが 1/2 以下になっている」のは、どのように証明すればよいですか？ 

A2. ・令和元年もしくは令和 2 年の年収のわかる証明書のコピー 

（例）源泉徴収票・課税証明書・所得証明書等 

・令和 3 年の減少した月の給与明細 1ヶ月分のコピーもしくは令和 3 年中に解雇もしくは休業とな

ったことがわかる書類（休業の場合は休業先で勤務していたことがわかる書類も提出） 

上記 2 点の書類を提出してください。 

 

（令和 3年の所得見込みの計算方法） 

（最も減少した月の給与）×12 か月＝令和 3 年度の見込み年収（給与が減少しはじめた月を申請書

に記載）  ※（日本語以外の場合は、訳をつけること） 

 

Q3. 家計支持者によって、Q2の証憑書類は変わってくるのですか？ 

A3.  下記の表のようになります。 

 

家計支持者 ※1 年度 提出する証憑書類 

学生本人 令和元年・2年 ・学生本人の源泉徴収票・課税証明書・所得証明書等 ※2 

令和 3 年 

（どちらか一方を提出） 

・アルバイトの給与明細（令和 3年の減少した月分） 

・解雇・休業となったことがわかる証明書類 

保証人等 令和元年・2年 ・保証人等の源泉徴収票・課税証明書・所得証明書等 ※2・3 

令和 3 年 

（どちらか一方を提出） 

・保証人等の給与明細（令和 3 年の減少した月分） 

・解雇・休業となったことがわかる証明書類 

 



別紙 
※1 家計支持者の詳細は、募集要項の「（４）申請書類※１」を参照してください。 

※2  所得課税証明書・非課税証明書でも可 

※3  家計支持者である保証人等が海外に在住していて、日本の源泉徴収票等を発行できない場合は、そ

れに代わる現地の証憑書類を提出してください。源泉徴収票の支払金額、又は所得証明書等の所得金額に

相当する金額を日本円に換算すること、あわせてその計算過程も別途追記してください。 

 

Q4. 留年していますが、申請できますか？ 

A4. 申請できます。原級（留年）していても申請が可能です。 

※卒業延期制度を利用している者は申請不可 

 

Q5. 海外で遠隔授業を受講している場合（現地点で海外に在住）でも、申請することはできますか？ 

A5. 申請できます。ただし、授業への出席や課題の提出が滞りなく行われている場合に限ります。 

授業（今学期履修している）への出席率や課題の提出状況がわかる画面もあわせて提出してください。 
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